






















論文 :税効果会計導入による企業評価への影響 61 
1.はじめに
新会計基準の一つに税効果会計がある.この税効果会計は欧米とは異なり,
わが国では耳慣れないものであった.しかし,1998年 10月 30日に ｢税効
果会計に係る会計基準の設定に関する意見書｣1)が公表され,これに基づき
同年 12月 21日には ｢財務諸表等規則等｣の改正が行われた.これにより,

























































































企業会計審議会は 1998年 6月に ｢税効果会計に係る会計基準の設定に関す























































































































































































































項 目 1995年 1996年 1997年
全面的に税効果会計を採用 23社 23社 25社
連賭決算固有の項目について適用 59 59 68
連結会社の一部について適用 73 73 74
連結決算固有の項目及び連結会社の一部について適用 21 23 31
税効果会計を適用していい事例 296 295 274
税効果会計通用不明 1 1 1














































図表 4 税効果会計適用の対象領域 
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74 現代軽骨経済研究 第 2号
一時差異では,単に会計上の ｢収益 ･費用｣と税法上の ｢益金 ･損金｣に
よって生じる認識の時間的ズレだけではなく,会計上,課税対象にならない
資産 ･負債について含み損益を認識した場合等もー時差異として扱う.これ























































































項 目 当 期 翌 期
税引前当期利益 10, 000 10,00
法人税等 4,800 3,2
法人税等調整額 ▲ 800 8










会計上の利益×実効税率 12000×400 48氾. 0/-,(
10000 4/-,0, x000 400
*当期 棚卸資産評価損否認 2,000×40% -800 (実効税率を 40%
とする) 
(借方)繰延税金資産 800 (貸方)法人税等調整額 800
将来減算一時差異 200×実効税率 4% 80,0 0 - 0
*翌期 棚卸資産評価損認容▲ 200×実効税率 4% 0,0 0 -▲ 80 




借対照表の ｢繰延溌金資産 (負債)｣の 2つの項目を算定することである.
その手順は,①一時差異の把握,②法人我等調整額の算定,③繰延税金資産




































日本銀行の統計資料 (全国銀行の平成 1 1り による｢ 3年度決算について｣8
と,繰延税金資産は ｢有価証券含み損を拡大させた先が多かったことや不良
債権の有税引当増加等により,13 ( 33月末 53兆月月末から増加 都長信 1/ .












機関が多い.｣としている20㌧ さらに,報告書 (25頁)では,｢(4) 自己資
本の内訳｣として,｢資本金 ･剰余金等資本勘定が減少した一方,繰延税金
資産相当額は増加したとし,Tir二 (e 単体ベース)に占める割合は,国内
統一基準行で 415 ( 446 ｣と述べている.,% 資本勘定対比で .%)に達した.
図表 7の ｢主要大手行の自己資本比率と税効果資本の割合｣は日本経済
.i
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図表 7 主要大手グループ行の自己資本比率と税効果資本の割合
グループ行目 自己資本比率2003年 3月 2002年 3項 月 繰延税2003年 3金資本の割合月 2002年 3月
みずほ 9.50% 10.56% 56% 50%
三井住友 10.10% 10.45% 59% 50%
三菱東京 10.74% 10.30% 42% 31% 
UFJ 9.96% ll.04% 59% 49%
りそな 3.78% 8.73% 99% 67%
三井 トラス ト 7.50% 10.59% 100% 71% 
(注) 後効果資本の割合は貸本金など中核自己資本に対する比率であるC














































































図表 8 繰延税金資産の情報開示についての項目 






































































































る.したがって,自己資本 20 からみた利益率すなわち自己資本利益率 
(ROE)については,A社は 10%,B社は 25%になる.これは,B社が 300
の借入れによって 2. (5倍効率を高めた事業を行ったことを示している 図表 
9).
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ル '÷ て国表9 レバレツシ効果につい(





























































定に関する意見書 (以下 ｢意見書｣と称する)｣が公表された. 




97年,米国で APB(Acc gP )意見書第 1i il B drncpes oaritounn6 1号 F法人税
繰延税金資産は,流動資産の郡に記載しなければならない･特定の資産又は負
Acc gf me ｣が公表され,この意見書に基づき,





整備し,APB｢意見書｣第 11号の見直しを行い,1 7年,F B基準書第 96SA89
B doar metnsttae
S
( lAcc gC )をtoncepsitounni inancaFfo
(長期税金資産)
第 19条の 2 第 13条の 2の現定により流動資産の部に記載された繰延税金
号 『法人税等の会計 2
F法人税等の会計 Acc gf ｣が公表me
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ll)1998年 10月30日,企業会計審議会より ｢税効果会計に係る会計基準｣(以





12)1998年 10月30日,企業会計審議会より ｢意見書｣および ｢会計基準｣と
同時に｢税効果会計に係る会計基準注解｣(以下 ｢会計基準注解｣と称するりも
公表され,｢会計基準注解｣の｢(注 1)｣で ｢法人税等の範囲｣を規定している. 
13)企業会計審議会 ｢会計基準｣の ｢第二 税効果会計に係る会計基準｣の
｢一 一時差異等の認識｣の｢1と2｣の項を参照. 
14)企業会計審議会 ｢会計基準｣の ｢第二 税効果会計に係る会計基準｣の
｢一 一時差異等の認識｣の ｢3｣の項を参照. 
15)企業会計審議会 ｢会計基準｣の ｢第二 税効果会計に係る会計基準｣の
｢二 繰延税金資産及び繰延税金負債等の計上方法｣を参照. 
16)企業会計審議会 ｢会計基準｣の ｢第二 税効果会計に係る会計基準｣の
｢一 一時差異等の認識｣の ｢4｣の項を参照. 
17)2003年のりそなグループや足利銀行への経営破たんに伴う公的資金注入の
判断基準として繰延税金資産の計上による自己資本比率の割合が問題となった. 
18)2002年 8月 14日に日本銀行考査局より公表された資料である. 
19 ( 2 全国銀行の平成 1 .1)日本銀行考査局 200)｢ 3年度決算について｣p2
20 ( 2)｢前掲資料｣p21の ｢ 4)日本銀行考査局 200 . 脚注 1｣を参照. 
21)2003年 10月31日,金融庁は ｢繰延税金資産の情報開示の拡充について｣
と遷したコメントを公表している. 
22)レバレッジ効果には注視しなければならないこととして,例えば,自己資
本が少なくても収益性が高くなる場合がある.しかし,借入金が多いことは財
務リスクが高くなる.特に損失が発生した時は,逆レバレッジが働くため注意
が必要であり,自己資本の巾に繰延税金資産が多く構成されている場合などは,
より特赦な分析が求められることになる. 
23)日本債券信用銀行 (現あおぞら銀行)が経営破綻 した際,金融庁による資
産査定において税効果会計による繰延税金資産の計上額に関し意見が異なり,
結局,同行は債務超過に陥った.このことは,その後の日本長期信用銀行,り
そなグループあるいは足利銀行についても同様である. 
(なかい ･かすとし/現代経営学部助教授)
